
対　象　
法人、団体、個人およびその商品や技術、サービス

等で、以下の各項目に該当するもの。

（１）京都の新たなブランド構築や課題解決のため

　　の取り組みを行っていること。

（２）活動拠点が京都府内にあり、今後も府内での

　　活動を想定していること。

審査基準
（１）未来について

未来の京都を創る、もしくは未来の京都ブランドと

なる可能性を有する取り組みであるか。

（２）課題解決について

社会や業界の課題、身近な不便・不具合を解消・解

決する決意と遂行力があるか。

（３）京都について

京都(地域)に対する想い、または文化や歴史に

対する理解や潜在的な可能性を有しているか。

表　彰
最優秀賞１件、優秀賞２件程度
※その他、特別賞を設けることがあります。

受賞特典
● ブランド化サポート資金　総額400万円
①奨励金　総額200万円

②支援金　総額200万円
※京都府・京都市の予算編成の状況により変更する場合があります。

● 広報支援
● マッチング支援

主　催　
京都ブランド推進連絡協議会　表彰委員会

委員長
委 員
委 員

堀場　   厚
西脇　隆俊
松井　孝治

（京都商工会議所会頭）
（京都府知事）
（京都市長）

スケジュール（予定）
【令和７年（2025）】

１月21日（火）　   募集開始

４月11日（金）　   応募締切

５月　　　　　    一次審査（書面審査）

６月　　　　　    公開調査（オンライン）

７月～８月　　　 二次審査（プレゼン審査）
９月～　　　　　 表彰式、受賞者支援開始

【令和８年（2026）】

３月～１２月　　  ブランド化支援

       

募集概要

受賞者を総額４００万円でサポート

エントリー募集中！

応募方法
公式ホームページにて「募集要項」を

確認の上、申請用紙をダウンロードして、

ご応募ください

（https://kyoto-nextaward.kyo.or.jp/）

お問い合わせ
京都ブランド推進連絡協議会

〒600-8565　京都市下京区四条通室町東入
　　 　　　   京都経済センター７階
京都商工会議所　産業振興部内

l 075-341-9773　　shinkou@kyo.or.jp

4月11日（金）
まで
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特集 2

新
入
社
員
研
修

vol.14

次回は

をご紹介します
採用戦略

京都商工会議所では新入社員研修を開催しています。人財育成に関するご相談や各社の
経営課題に寄り添った研修プランのご提案も行っております。ぜひご利用ください。

  https://www.kyo.or.jp/jinzai/　
【 お問い合わせ 】 　会員部 研修事業課（京商ビジネススクール事務局）　
l 075-341-9762　　  jinzai@kyo.or.jp

経
営
者
の
た
め
の
人
財
育
成
通
信

※
人
材
を
財
産
と
捉
え
る
意
図
に
よ
り“
人
財”

と
表
記
し
て
い
ま
す
。

　春
に
新
入
社
員
を
迎
え
る
企
業
で
は

研
修
準
備
を
進
め
て
お
ら
れ
る
こ
と
で

し
ょ
う
。で
は
、そ
の
研
修
の
目
的
を
何
に

設
定
さ
れ
て
い
ま
す
か
。

　新
入
社
員
研
修
の
目
的
は
多
岐
に
わ

た
り
ま
す
が
、社
会
人
と
し
て
の
基
本
的

な
マ
ナ
ー
や
知
識
を
身
に
付
け
る
こ
と
、

会
社
の
基
本
的
な
業
務
に
つ
い
て
理
解
す

る
内
容
が
一
般
的
で
す
。こ
れ
ら
は
も
ち

ろ
ん
重
要
で
す
が
、加
え
て
、定
着
率
の

向
上
も
意
識
し
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。

　新
規
高
卒
・
大
学
卒
就
職
者
の
３
人

に
1
人
以
上
が
就
職
後
３
年
以
内
に
離

職
し
て
い
る
今
、定
着
率
向
上
は
、企
業

に
と
っ
て
大
き
な
課
題
で
す
。新
入
社
員

研
修
は
、こ
の
課
題
解
決
に
大
き
な
役

割
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。適
切

な
研
修
で
新
入
社
員
が
組
織
に
ス
ム
ー

ズ
に
馴
染
み
、モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高
く
保

ち
な
が
ら
一
早
く
活
躍
で
き
る
よ
う
に

な
る
か
ら
で
す
。

新
入
社
員
研
修
の

目
的
は
？

　で
は
、ど
の
よ
う
な
新
入
社
員
研
修
が

効
果
的
で
し
ょ
う
か
。カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
絶

対
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、受
講
す
る
新
入
社

員
の
成
長
に
合
わ
せ
た
段
階
的
な
設
計

が
重
要
で
す
。

　例
え
ば
、入
社
直
後
に
は
基
本
的
な
ビ

ジ
ネ
ス
マ
ナ
ー
や
来
客
・
電
話
・
メ
ー
ル
の

応
対
ス
キ
ル
、社
会
人
と
し
て
の
仕
事
へ
の

向
き
合
い
方
に
つ
い
て
学
び
ま
す
。そ
の

後
入
社
3
カ
月
か
ら
1
年
の
間
、定
期
的

に
成
長
度
合
い
に
合
わ
せ
た
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
研
修
を
実
施
し
ま
す
。入
社
直
後

の
研
修
の
復
習
や
入
社
か
ら
現
在
ま
で
の

振
り
返
り
、業
務
を
行
う
上
で
の
課
題
や

改
善
点
の
把
握
、キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
作
成

等
を
通
じ
て
さ
ら
な
る
成
長
と
自
立
を

促
す
こ
と
が
効
果
的
で
し
ょ
う
。

　も
ち
ろ
ん
、定
着
率
向
上
が
研
修
の
み

で
全
て
カ
バ
ー
で
き
る
わ
け
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。で
す
が
、仕
事
内
容
や
働
き
方
の

理
想
と
現
実
の
ギ
ャ
ッ
プ
等
も
、モ
チ
ベ
ー

適
切
な
新
入
社
員
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
は

（  ）内は
前年差増減

※厚生労働省データ引用　新規学卒就職者の離職状況(令和３年３月卒業者)
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000177553_00007.html

令和３年３月卒業の
新規学卒就職者　

シ
ョ
ン
を
下
げ
、早
期
離
職
に
つ
な
が
る

原
因
の
一
つ
と
な
る
こ
と
か
ら
、業
務
へ

の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高
く
保
て
る
よ
う
研

修
を
意
識
的
に
組
む
こ
と
は
間
違
い
な

く
有
効
な
手
段
で
す
。

　新
入
社
員
研
修
の
目
的
を
改
め
て
考

え
設
定
す
る
こ
と
で
、新
入
社
員
の
成
長

に
加
え
定
着
率
向
上
等
、副
次
的
な
効
果

も
期
待
で
き
る
の
で
、今
一
度
自
社
の
研

修
目
的
と
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
見
直
し
て
み

る
の
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。

就職後     ３    年以内離職率　
中学

50.5％
（▲ 2.4Ｐ）

高校

38.4％
（＋1.4Ｐ）

短大等

44.6％
（＋2.0Ｐ）

大学

34.9％
（＋2.6Ｐ）

ビジネス
マナー

来客・電話・
メールの
応対スキル

仕事への
向き合い方
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